
 

 

 

地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する政令案 

（概要） 
 

１ 改正の趣旨  

○ 平成２２年度の地方公務員共済年金の額を算定する基礎となる再評価率等の改定等

を行う。 

 

２ 改正の概要  

（１）地方公務員等共済組合法施行令（昭和３７年政令第３５２号）の一部改正（第１条

関係） 

  ○ 過去に退職一時金の支給を受けた者が共済組合に退職一時金を返還するに際して

付す利子の利率については、５年に一度行われる公的年金の財政再計算の際に用い

られる経済前提（年金積立金の名目運用利回り）と同率に設定されている。 

  ○ 平成２１年財政再計算において、年金積立金の名目運用利回りが変更されたこと

から、退職一時金を返還する際の利子に係る利率についても、同様に変更するもの。 

 

（２）地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政

令（昭和６１年政令第５８号）の一部改正（第２条関係） 

  ○ 共済組合が返還一時金、脱退一時金、死亡一時金又は特例死亡一時金を支給する

に際して付す利子の利率については、５年に一度行われる公的年金の財政再計算の

際に用いられる経済前提（年金積立金の名目運用利回り）と同率に設定されている。 

  ○ 平成２１年財政再計算において、年金積立金の名目運用利回りが変更されたこと

から、返還一時金、脱退一時金、死亡一時金又は特例死亡一時金を支給する際の利

子に係る利率についても、同様に変更するもの。 

 

（３）地方公務員等共済組合法による再評価率の改定等に関する政令（平成１７年政令第

８３号）の一部改正（第３条関係） 

  ○ ６８歳未満の者に係る年金額（新規裁定者の年金額）は、原則、毎年度名目手取

り賃金変動率を基準として改定、６８歳以上の者に係る年金額（既裁定者の年金

額）は、原則、毎年度物価変動率を基準として改定することとされている。ただし、

名目手取り賃金変動率が１を下回り、かつ物価変動率が名目手取り賃金変動率を上

回る場合には、新規裁定者、既裁定者いずれも物価変動率を基準として改定される

仕組みとされている。 

  ○ 平成２１年平均の消費者物価指数の対前年比変動率がマイナス１．４％、対前年

度比名目手取り賃金変動率がマイナス２．６％となったことから、平成２２年度の

年金額は物価変動率を基準として改定する。 

○ ただし、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号。以下「法」とい

う。）の経過措置に基づき、物価スライド特例水準（平成１２～１４年度の累積マ

イナス１．７％分の物価スライドを実施せずに据え置いた水準）の年金額が平成１
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６年改正後の規定により算定された本来の年金額（本来水準の年金額）を上回る場

合は、物価スライド特例水準の年金額とすることとされている。 

○ この物価スライド特例水準の年金額は、物価が上昇しても据え置く一方、物価が

直近の年金額改定の基となる物価水準（平成１７年度）を下回った場合に、その分

だけ引き下げることとされている。 

○ 平成２２年度の年金額の場合、平成２１年の物価水準は対前年比では下落したも

のの、平成１７年度の物価水準と比較すれば依然として０．３％上回っている状況

にあり、平成２２年度の年金額は据置きとなる。 

  ○ また、退職共済年金の受給権者が組合員又は厚生年金保険の被保険者等である間

においては、当該退職共済年金の年金額と報酬との合計額に応じて年金額の全部又

は一部の支給を停止することとされ、この支給停止の基準額は賃金等の変動に応じ

て改定することとされている。 

  ○ 平成２１年平均の消費者物価指数の対前年比変動率がマイナス１．４％になった

こと等から、当該基準額を改定するもの。 

 

（４）地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する政令（平成１６年政令第２８７

号）の一部改正（第４条関係） 

  ○ 物価スライド特例水準の年金額を算定するために、平成２２年度における賃金額

を平成１１年水準に再評価するための率を定める。 

 

（５）平成２１年度における地方議会議員の年金の額の改定に関する政令（平成１６年政

令第１１５号）の一部改正（第５条関係） 

  ○ 地方議会議員の年金額は、物価変動率を参酌して改定することとされている。 

○ 平成２１年平均の消費者物価指数の対前年比変動率がマイナス１．４％だったこ

とから、平成２２年度の年金額を公的年金と同様にマイナス１．４％改定するもの。 

  ○ ただし、受給権発生時より受給している年金額が、物価変動率を基準として改定

された年金額を上回る場合は、従前額が保障される仕組みとされている。 

 

３ 根拠法令  

・ 法第４４条の２第５項、第４４条の３第４項、第８１条第５項、第８２条第３項、

第１５８条の２及び附則第２８条の２第４項 

・ 地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（平成１６年法律第１３２号）附

則第４条第２項及び附則第７条第１項第２号 

・ 地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（平成１２年法律第２２号）附則

第１１条第１１項及び附則別表 

・ 地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第１０８号）附

則第９８条第４項及び附則第１２５条 

 

４ 施行日  

平成２２年４月１日 


